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日本はアジア諸国を中心に FTA（自由貿易協定）
／EPA（経済連携協定）の締結に力を注いでいる。
しかし、発効済みの FTA ／ EPA が貿易など２
国間の経済関係にどのような影響を及ぼしてい
るのか、詳細な分析は行われてこなかった。こ
うした状況を踏まえ、安藤光代慶應義塾大学専
任講師は、日本がシンガポール、メキシコとの
間でそれぞれ発効させた EPA を対象に、計量モ
デルを用いて実際の効果を検証した。その結果、
EPA での貿易自由化を通じた日本の対メキシコ
輸出における効果が明らかになるとともに、メ
キシコ国内における日本企業のビジネス環境の
改善や、メキシコの政府調達の国際入札への日

本企業の参加など、EPA による貿易自由化以外
での効果も認められた。

　　日本の EPAを事後的に評価

―この研究は、日本が既に発効させた FTA ／
EPA について、事後的な評価を下すことを目的
としています。動機は何ですか。

　本研究は、RIETIにおけるFTAの効果に関する研究
プロジェクトの一つです。このプロジェクトは、FTA
の質的な評価に重点を置く形で一昨年度から始まり、
２年目に入って量的な側面からの評価へと拡張され、
その一環として今回の研究に取り組みました。

Impacts of Japanese FTAs/EPAs : 
Post Evaluation from the Initial Data

17



　日本も遅ればせながら近年FTA/EPA締結への動
きを加速させています。しかし、FTA/EPAの効果
を量的に評価した従来の研究は、CGEモデル（計
算可能な一般均衡モデル）のシミュレーション分析
にもとづいてGDPへの影響などを事前的に計測す
るものが多く、既存のFTA/EPAに事後的な評価を
下したものはあまりありませんでした。もちろん、
FTA/EPA発効前後の貿易額の変化を調べるといっ
た作業は行われていましたが、統計学的な手法も用
いた分析は見当たりませんでした。
　このため、本研究は、①FTA発効後の貿易動向
を自由化の中身と関連付けながら評価する、②計量
モデルを用いてFTAによる貿易自由化の効果の有
無を検証する、③ビジネス環境など貿易自由化以外
の分野での効果の有無を考察する――という3つの
柱で構成しました。分析対象は、日本がシンガポー
ル、メキシコとの間でそれぞれ発効させたEPAで、
今後のFTA/EPA政策に関する含意を探ることを狙
いとしています。

　　日墨EPAに見られる貿易拡大効果

―まず、日本とシンガポールの経済連携協定
（日星EPA）からお聞きします。EPAに盛り込ま
れた自由化策が、両国間の貿易にプラスの効果
を及ぼしているのでしょうか。

　日星EPAが発効したのは2002年11月です。2006
年までの統計を見ると、2国間の貿易額は拡大傾向
を続けています。しかし、これを単純にEPAの効
果と見なすわけにはいきません。なぜなら、日星
EPAで無税が約束された品目のほとんどは、世界
貿易機関（WTO）で無税が約束されているか、そ
うではないものの、すでに実際に適用されている最
恵国待遇（MFN）関税が無税であり、EPAによっ
て新たに関税が撤廃された品目が少ないからです。
日星EPAは日本にとって初のFTAであり、その意
味では非常に意義深いものでしたが、貿易面での直
接的なプラスの効果は乏しいのが実態です。

―日墨EPAはどうでしょうか。まず、日本か

らメキシコへの輸出については、EPA 効果が見
受けられるのでしょうか。

　2005年4月の発効以降、日本の対メキシコ輸出は
増加しています。特に自動車や電気・電子の部品、
完成車の伸びが目立ちます。ただし、自動車や電
気・電子の部品については、EPAの効果で増えて
いるわけではありません。メキシコには特定品目に
対して優遇税率を適用する「PROSEC」と呼ばれる
国内生産促進制度があり、これらの部品の多くは、
MFN関税か、このPROSEC関税が既に無税なので
す。従って、これらの品目の対メキシコ輸出の増加
は、日墨EPAの効果というよりも、米国での液晶
テレビに対する需要拡大などに伴って、メキシコ国
内における生産活動が活発化したといった事情が考
えられます。
　一方、完成車の輸出については、日墨EPAのプ
ラスの効果が見てとれます。メキシコ政府は、同国
内に生産拠点を持つ外国メーカーに対し、前年の国
内生産台数のある一定割合までの無税輸入を認め
ています。これに加え、日墨EPAでメキシコ側は、
現地生産の有無にかかわらず、同国内での前年の販
売台数のある一定割合までを無税で輸入できるとい
う新たな優遇措置を日本メーカーに付与しました。
完成車のMFN関税が50％と高い中、これらの無税
輸入枠の拡大を受けて、日本からの完成車輸出は確
実に増えています。また、このEPAにおける無税
輸入枠の追加は、日本メーカーによる現地販売拠点
の開設や現地工場の拡充といった対メキシコ投資を
刺激することにもなりました。（表１）

2005 2006 2005 2006
58,218 65,305 46,599 45,270
27,218 29,305 23,718 23,029

5,000 9,000 8,900 8,652
16,000 17,000 6,664 6,487
10,000 10,000 7,317 7,102

0 0 8,240 11,315
0 0 3,340 5,502
0 0 3,000 4,092
0 0 1,900 1,221
0 0 0 500

58,218 65,305 54,839 56,585
JETRO

EPA

表１　メキシコにおける完成車の無税輸入割当
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―日本の対メキシコ輸入については、EPA 効
果が見て取れるのでしょうか。

　日本の対メキシコ輸入の主要品目は農水産品です
が、結論から言えば、直接的な効果は現時点では限
定的です。日墨EPAによってある程度自由化が進
んだのは事実ですが、例外品目が多いうえに、自
由化品目の中には、無税輸入枠が小さい、MFN関
税とEPA関税との差があまりないといったものが
目立ちます。また、差額関税、従量関税、季節関
税、輸入関税割当など、MFN関税の複雑な保護構
造がそのままEPA関税に温存されています。これ
らの要因から、メキシコからの農産物輸入に対する
EPA効果は今のところ僅かです。

　　グラビティモデルを用いた検証

―日星EPA、日墨EPAの効果について、計量
モデルによる分析結果をご説明ください。

　この分析では「グラビティモデル」と呼ばれる
手法を用いています。具体的には、日本の対シン
ガポールおよび対メキシコ輸出入額について、相手
国の経済規模や日本との距離などから想定される理
論値を算出します。そして、この理論値と実際の
貿易額（実測値）の乖離の度合いやその推移から、
EPAの効果の有無を検証します。例えば、EPA発
効後に実測値が理論値を大幅に上回るようになった
場合には、EPAの効果があったと判断するわけで
す。もちろん、乖離の変動をEPAのみで説明する
ことはできませんが、ここではその推移とEPA発
効のタイミングに着目します。（表２）
　推計結果によれば、日本の対シンガポール輸出・

輸入については、日星EPA発効の前も後も実測値
が理論値を上回ってはいるものの、その乖離度はほ
とんど変化しておらず、EPAの効果があったと判
断することは出来ません。
　一方、日本の対メキシコ輸出については、実測値
がEPA発効前から理論値を上っていますが、その
乖離の度合いがとりわけ発効後の2005、06年と著し
く大きくなっていることから、EPAの効果があっ
たと考えられます。日本の対メキシコ輸入につい
ては、依然として実測値が理論値を下回っているも
のの、発効後に乖離幅が縮小しており、EPAによ
るプラスの効果が僅かながら観察されます。今後、
日墨EPAのもとでの日本側の輸入自由化が進めば、
メキシコからの輸入がさらに増えるかもしれません。

　　ビジネス環境の改善と政府調達

―日本のEPAが、貿易自由化以外の分野に
もたらしたプラスの効果には何がありますか。

　EPAという呼称は日本以外ではあまり使われて
いませんが、貿易自由化以外の分野での効果も期待
するものです。途上国に進出する日本企業にとっ
て、現地での事業活動を円滑に進められるような環
境づくりは非常に重要です。日墨EPAのもとでは、
ビジネス環境を改善するため、民間部門を巻き込む
形で「ビジネス環境整備委員会」が発足しました。
同委員会は定期的に招集され、日本企業が現地で直
面する経営上の問題などを協議します。その成果は
すでに出始めており、首都メキシコシティの国際空
港周辺の治安の改善や、米国との国境における出入
国手続きの簡素化などはその好例です。このほかに
も日墨EPAの締結によって、FTA 締結国である欧
米の企業と同等の条件で日本企業もメキシコの政府
調達の国際入札に参加できるようになり、すでに入
札した案件もあります。

　　関税の「逆転現象」防止を

―この研究から得られた日本にとっての政策

100
US$)

100
US$)

100
US$)

100
US$)

2001 12,713 6.87 3,932 2.81 4,906 1.80 -473 -0.19
2002 12,415 6.47 3,607 2.48 6,256 2.29 -660 -0.27
2003 12,313 6.27 3,735 2.51 4,195 1.52 -788 -0.31
2004 14,252 6.79 4,114 2.56 6,332 2.24 -600 -0.23
2005 13,297 6.06 3,940 2.34 7,587 2.63 -496 -0.19
2006 - - - - 9,283 3.14 -336 -0.12

表２　二国間貿易の実測値と理論値との乖離
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的含意は何でしょうか。

　今後のEPAの設計においては、まず段階的な関
税削減がもたらしうる弊害を考慮する必要がありま
す。メキシコでは2004、06年と相次いでMFN関税
が引き下げられました。この結果、段階的な関税引
き下げ品目の一部（2007年1月時点で鉱工業品の約
半分）において、日墨EPA関税がMFN関税を上回
るという「逆転現象」が生じてしまいました。特恵
的であるはずのEPA関税がMFN関税より高くなれ
ば、わざわざ原産地証明を取ってEPA関税を使う
メリットはありません。EPA発効に合わせて関税
を即時撤廃すればこんな事態は起こりませんが、も
しそれが難しく、関税を段階的に削減せざるを得な
いのであれば、このような問題が生じないような方
法を考えるべきです。その例として、シンガポール
とインドのFTAでは、基準となる関税をEPA締結
時でなく実際の輸入時点でのMFN関税とし、そこ
からの削減率を規定しています。（図１）
　また、特に農業分野について、日本はEPAの関
税体系を簡素化、透明化すべきです。先に述べたよ
うに、日墨EPAには、保護したい品目ほど、MFN
関税に見られる日本側の複雑な税体系が残存してい
ます。このため、EPA関税が極めて使い勝手の悪
いものになっています。
　貿易自由化以外の分野については、とりわけ日
本企業の直接投資が多い途上国とのFTAにおいて、
日墨間の「ビジネス環境整備委員会」のような場を

設け、日本企業の要望を相手国政府に効果的に伝達
し、環境改善を働きかけていくことが重要です。貿
易自由化以外の分野も効果的に盛り込み、活用しや
すいFTAを設計する努力が必要なのです。
　最後に、貿易自由化の推進に関して、バイラテラ
ル、リージョナルな自由化とマルチでの自由化の関
係について述べたいと思います。貿易自由化に限っ
ていえば、当然マルチでの自由化が望ましいです。
しかし、メキシコが近年2回に渡ってMFN関税を引
き下げた背景には、同国が様々な国とのFTA締結
を進めるなかで、未締結国からの部品の輸入が割高
となり、国内で生産する多国籍企業が同国から撤退
することを懸念したことが考えられます。言い換え
れば、場合によっては、バイラテラル、リージョナ
ルでの自由化がマルチでの自由化を促進することも
あり得るのです。

―今後の研究テーマについてお聞かせくだ
さい。

　私は、FTAの研究の他に、東アジアを中心とす
る国際的な生産ネットワーク、いわゆるフラグメン
テーションと呼ばれる現象を主要な研究課題にして
います。企業は、様々な国の通商政策を考慮しな
がら生産配置を決定しているため、国際分業パター
ンは通商政策の変化にも影響を受けます。その意味
で、様々な国が主要な通商政策としているFTAの
研究は今後も続けていきたいと考えています。
　また、私は現在、日本企業の国際分業が進むな
かで、日本国内のオペレーション、例えば雇用な
どにどのような変化が生じているのか、という研究
にも取り組んでいます。この研究で分かってきたこ
とは、アジアを中心に国際分業を強化している企業
は、そうでない企業に比べ、国内の雇用などを増や
す傾向にあるということです。つまり、国際分業は、
日本国内のオペレーションと代替的というよりは補
完的な関係にあるわけです。こうした分析結果を踏
まえ、日本企業の国際分業について更なる考察を進
めていく考えです。

 EPA>MFN

図１　メキシコにおける関税逆転の例
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